



















　　  わが国国内取引への適用の観点から ──
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を」『Logi-Biz』2012 年 1 月号，72 頁。
⑸　朝日大学大学院グローバルロジスティクス研究会監修『地域物流市場の新課題』成山堂，2017年，
141 頁参照。
⑹　同書，150 頁。および，湯浅和夫『新しい「物流」の教科書』PHP 研究所，2014 年，115 頁参照。
さらには，国土交通省総合物流施策推進会議「今後推進すべき具体的な物流施策の進捗状況を把握
する指標」2006 年，11 頁参照。





















































































































⒀　特定は避けるが，ある物流関係の書籍では，CIF と FOB に関して，「CIF というのは「Cost, 
Insurance and Freight」の略称で，買い手側の輸入港で荷揚げするまでの費用を売り手側が負担
するという条件をいいます。つまり，売り手側の費用負担と責任で買い手側の施設まで届けるとい
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のであろう。






























































































FOB の表記は英国では既に 1812 年の判例で，CIF は 1862 年の判例に表れて
いるから⒅，実務においてはそれらの判例に遡る何年も前から使われていたこ
とが想像できる。なお，CIF などの定型取引条件を表すに際して，CIF 売買，











⒅　FOBの語は英国では既に 1812 年の判例（Wackerbarth v. Masson (1812) 3 Camp. 270），CIF は
1862 年の判例（Tregelles v. Sewell (1862) 7 H. & N. 574; 158 E. R. 600）にあらわれている。



















引であれば，実務上各種の書類においては，US$ 100,000 FOB Yokohama
（Incoterms 2010）や，US$ 110,000 CIF Los Angeles（Incoterms 2010）と記
されることになり⒆，FOB の方は，横浜港での本船渡し条件に基づく価格で
















































































（International Chamber of Commerce；通称 ICC と呼ばれ，本稿でも以下，
単に ICCと称する）の手によるインコタームズ（Incoterms）である。
　インコタームズは International Commercial Terms から作られた合成語で
ある。ICC によって「定型取引条件の解釈に関する国際規則（International 






　インコタームズ以外では，ワルソー・オックスフォード規則（Warsaw Oxford Rules 1932），や
改正米国貿易定義（Revised American Foreign Trade Definitions 1941）などがあげられる。






　ICC 自体の創設は第一次世界大戦終結後の 1919 年のことであるから，1936
年版が出されるまで17年の時日の経過があり，ICCはその間何もしていなかっ
たかのようにみえるが，ICC はインコタームズという名称は使っていないもの














に関するものは，UCP の表記に続き 600 の出版番号が，また，UCP の準則たる ISBP は，ISBP の




一規則および慣例（ICC Uniform Customs and Practice for Documentary Credits）」（わが国では
通常「信用状統一規則」あるいは単にUCPとして知られるものである）も 1933 年に定めている。
国際領域において，物品の物理的移動を伴う商取引に携わる実務者のためにこれらの規則を既に










法典（Uniform Commercial Code）に置かれていたFOBや CIF 等の定型取引
条件に関する条項（2－319 条から 2－322 条）が削除された事実は，米国での
インコタームズの普及を静かに語っているのかもしれない。このようなことか
ら，ICC はインコタームズの正式名称を「定型取引条件の解釈に関する国際規
則」から，「国内および国際的定型取引条件の使用に関する ICC 規則（ICC 
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　“Trade Terms:  Trade terms such as FOB, FCA, CIF or CIP etc., used 
herein, shall be interpreted and governed under Incoterms 2010, as amended, 
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　既に述べたが，現在，ICC は現行の 2010 年版に代えて，次版の 2020 年版の
インコタームズを作成中である。予定では 2020 年 1 月 1 日から有効になると
言われるものであり現時点ではその中身は定かではないが公表されるのもそれ
ほど遠くない時期だろう（ちなみに，本稿執筆時は 2019 年 3 月である）。





ICC の並々ならぬ熱意を感じさせる。この ICC の姿勢から解されるのは，
2010 年版で公式に初めて認めた各国内の商取引でのインコタームズの利用を，
新しい 2020 年版においてさらに高める方向へ推し進めようとしていることで
ある。
　海外，国内のあらゆるものは繋がっているのであって，物品の物理的移動を
伴う商取引は，貿易取引も国内取引も変わらない。このことを，2020 年版の
新しいインコタームズが生まれるのを契機に，あらためて思い起こし，わが国
国内の商取引従事者にとっても，インコタームズの正しい知識を習得すること
がいかに重要であるのか，さらに，そのための彼ら /彼女らへのインコターム
ズに関する啓発活動の強化がいかに大切であるのかを説いた上で，後日の別稿
に繋げることにしたい。
 以上　　
付記 　本稿は，早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号：2019C-532）による研究成
果の一部である。
